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発電本部（原子力）のコンプライアンスに関する

具体的取組み状況について
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（1）制定のポイント・背景

平成２３年６月に開催された「玄海原子力発電所緊急安全対策県民説明番組」への賛成
意見投稿呼びかけ行為が発生した。

「信頼再構築に向けた取組み」や「環境の変化に柔軟に対応できる業務運営体制の構築」

の観点から、平成２４年７月に火力発電本部と原子力発電本部を統合し、発電本部を設置。

発電本部として、透明性の高い業務運営を徹底するため、それぞれの本部が制定していた

行動指針も統一し、「発電本部コンプライアンス行動指針」を新たに制定した。

（2）構 成

業務を遂行する上での具体的な判断基準は、法令などに沿って整備されている社内規定類
に拠ることとし、本行動指針は、業務を遂行する上で心がけるべき「行動の基準」「問題
行為例」をまとめている。

（3）行動基準の項目
(1)お客さまとの関係で必要となる行動基準 (2)取引先・競合企業との関係で必要となる行動基準

(3)官庁･公務員との関係で必要となる行動基準 (4)地域社会との関係で必要となる行動基準

(5)従業員及び社会人として必要となる行動基準 (6)不祥事発生時に必要となる行動基準

１ 発電本部コンプライアンス行動指針（１／５）
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（4）「原子力部門の基本行動指針」からの主な追加点

○シンポジウムや説明会等において、本来の開催趣旨に反するような動員や意見表明等
を行わないことを追加した。

○取引上の優位な立場を利用し、取引先やグループ会社に対する不当な要請（シン
ポジウムや説明会等への参加等）を問題行為として追加した。

○「官庁・公務員との関係で必要となる行動基準」に、自治体首長等との関係に疑念
や誤解を生じるような行為は慎むことを追加した。

○不祥事発生時においては迅速な事実報告、及び調査への全面協力を追加した。

○火力部門で以前から実施していた「コンプライアンス推進活動検証委員会」に、
原子力部門も参加することとし、活動状況のチェック機能強化など、推進活動の
向上を図った。

○その他、心がけるべき「行動の基準」「問題行為例」について、火力部門の内容
を盛り込み記載内容を充実させた。

１ 発電本部コンプライアンス行動指針（２／５）
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参考（抜粋）

心がけるべき行動の基準

問題行為例

・
・
・

１ 発電本部コンプライアンス行動指針（３／５）
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発電本部コンプライアンス推進活動検証委員会を設置し、半期

毎に活動状況の確認及びフォローを行う。

（5）発電本部コンプライアンス推進体制 （6）発電本部コンプライアンス推進活動検証委員会

１ 発電本部コンプライアンス行動指針（４／５）
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（6）発電本部コンプライアンス推進活動検証委員会

○ 委員会の目的
火力部門及び原子力部門のコンプライアンス

推進活動を相互にチェックすることにより、ＰＤ
ＣＡの中で双方の良好事例を取り込み、推進活動
のスパイラルアップを図る。

○ 委員会の構成
【委員長】 発電総括部長
【委 員】 発電本部本店部長(６名)

原子力発電所長(２名)
汽力・地熱発電所長(９名)
内燃力センター長(２名)

【事務局】 発電総括Ｇ

○ 開催頻度
原則、２回／年

平成24年度上期検証委員会の様子

１ 発電本部コンプライアンス行動指針（５／５）
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７月

９月

１ 業務運営の一層の透明性向上を図ること
を目的に、原子力部門と火力部門を統合し、
「発電本部」が設置された。

２ 「原子力の業務運営に係る点検・助言委
員会」において、安全性・信頼性向上への
取組み等の実施状況について確認頂いた。

―
コンプライアンス推進
体制再構築に向けた取
組み

５月

「保安規定に基づくコンプライアンス活動
報告」として平成２３年度実施状況並びに
平成２４年度計画をコンプライアンス委員
会へ報告した。

「原子炉施設保安規定に基
づくコンプライアンス活動
報告」としてコンプライア
ンス委員会へ報告を行う。

コンプライアンス委員
会を中心としたコンプ
ライアンスの徹底

実施月平成２４年度上期実績平成２４年度計画項 目

（1）コンプライアンス推進体制の強化

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（１／４）



8

８月

職場内ミーティング及び各種会議体にお
ける情報共有や意見 交換、及び法令遵守
についての各種教育を計画的に実施し、コ
ンプライアンス意識の向上を図った。

（主な教育）
・保安規定教育

川内原子力発電所

今年度からコンプライアンス研修に合わ
せて「理解度テスト」を実施する。

職場内ミーティング及び

各種会議体における情報共
有や意見交換、及び法令遵

守についての各種教育を実

施する。

教育・研修等を通じた
コンプライアンス意識
の向上

実施月平成２４年度上期実績平成２４年度計画項 目

（2）コンプライアンス意識の向上

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（２／４）
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都度
原子力発電所に関する状況についての情
報公開を積極的に実施し、お客さまや社会
の安心感・信頼感につながるよう努めた。

原子力発電所の運転状況、
定期検査状況、トラブルや
トピックス等について、積
極的な情報公開に努める。

お客様や社会の安心感

・信頼感につながる

情報公開の推進

都度

７月
９月

１ 不祥事事例等について各種会議体等の
場で周知し適切に情報共有を図った。

２ 主な取組み
・発電本部の設置
・「原子力の業務運営に係る点検・助言
委員会」への説明

１ 不祥事発生時には、適切
に対応するとともに、不祥
事の事例等について情報共
有を図る。

２ 信頼再構築に向けた取組
みを継続的に実施する。

不祥事再発防止対策の
定着化

都度
各種法令の要求に基づき制定している各
種規定を遵守し、法的手続き法的要求事項
を満たした業務を行った。

各種法令の要求に基づき
制定している各種規定を遵
守し、法的手続き法的要求
事項を満たした業務を行う。

法的リスク低減に向け
た取組み

実施月平成２４年度上期実績平成２４年度計画項 目

（3）公正な事業活動の徹底

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（３／４）
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７月

都度

１ 意見投稿呼びかけ問題を受けての全社コ
ンプライアンス行動指針の改正内容を部門
の行動指針に反映した。

２ 風通しの良い職場作りのため、発電本部
長を始めとする本店経営層が、原子力発電
所を訪問した。

１ コンプライアンス行動指
針の見直し内容、法令及び
不適切な事例等について必
要に応じて、発電本部の行
動指針等へ反映していく。

２ 本店経営層の発電所訪問
による所員の懇談等により
風通しの良い職場、ルール
遵守の環境作りに努める。

その他の取組み

都度
情報セキュリティ及び個人情報保護に関
する各種規定を遵守し、適切な情報管理を
行った。

情報セキュリティ及び個
人情報保護に関する各種規
定を遵守し、適切な情報管
理を行う。

情報セキュリティ・
個人情報保護に関する
取組み

実施月平成２４年度上期実績平成２４年度計画項 目

（3）公正な事業活動の徹底

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（４／４）
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５月

「保安規定に基づくコンプライアンス活動
報告」として平成２３年度実施状況並びに
平成２４年度計画をコンプライアンス委員
会へ報告した。

「原子炉施設保安規定に基
づくコンプライアンス活動
報告」としてコンプライア
ンス委員会へ報告を行う。

コンプライアンス委員
会を中心としたコンプ
ライアンスの徹底

実施月平成２４年度上期実績平成２４年度計画項 目

[再掲 ]

○「原子炉施設保安規定」とは
「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規則に関する法律（原子炉等規制法）」により、原子炉設置者は、保安規定を

定め、原子炉の運転開始前に、国の認可を受けなければなりません。

保安規定に定めるべき事項については、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（実用炉規則）」に定められ

ています。

（保安規定）
第十六条
法第三十七条第一項の規定による保安規定の認可を受けようとする者は、認可を受けようとする工場又は事業
所ごとに、次の各号に掲げる事項について保安規定を定め、これを記載した申請書を提出しなければならない。
一 関係法令及び保安規定の遵守のための体制（経営責任者の関与を含む。）に関すること。
二 安全文化を醸成するための体制（経営責任者の関与を含む。）に関すること。

[実用炉規則（抜粋）]

コンプライアンスを指す

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（補足）
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コンプライアンス委員会の場において社長へ報告し、必要に応じ社長からの指示を受ける
こととしている。

玄海原子力発電所原子炉施設保安規定（抜粋）

２ Ｈ２４年度コンプライアンス活動計画及びＨ２４年度上期活動実績（補足）
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（1）行動セルフチェックシート

（2）理解度テスト

日頃の業務及びプライベートの行動に関して、今一度、注意喚起を行い、自らの行動の

振返りを目的とした「行動セルフチェック」を実施。

今年度から、原子力部門で毎年実施しているコンプライアンス研修に合わせて「理解度

テスト」を実施する。

今回の「理解度テスト」の実施結果等を総合的に評価し、改善が必要な場合は次年度の

コンプライアンス活動計画へ反映。

３ トピックス


